
災害ボランティアについて座学での学びから現場実践へ 

パナソニックグループ 従業員ボランティアの皆様 

【パートナー団体：災害ボランティア活動支援プロジェクト会議】 

 

■活動の目的： 

１．大規模地震や豪雨などの自然災害発生時に、被災地・被災者支援のボランティアとして、自

主的に活躍できる人材を各拠点・地域に育成する。 

２．想定される首都圏直下地震や南海トラフ地震等の自然災害に対する従業員の防災意識の

醸成。 

３．地域社会に貢献できる人材の育成を通じて、企業の社会的責任を果たす。 

 

■活動を始めたきっかけ（活動開始 2019年）： 

地震や異常気象による水害など自然災害の頻発を受け、パナソニックグループの従業員が

参画でき、その規模を活かす企業市民活動（社会貢献活動）として、災害支援の取り組みを開

始しました。また、従業員が平時から災害支援活動に関して学び、いつ、どこで起こるか予測の

できない自然災害に対して備え、全国各地に居住・勤務するグループ従業員が一人でも多く知

識を持ち行動できることは、有事の際、地域貢献につながると考えました。 

 

■活動内容（ボランティア実数 詳細は以下の通り）： 

【2023年度】 

災害ボランティア育成講座の動画視聴者 2,081名 

災害ボランティア育成講座/避難生活お役立ち講座の参加者 159名 

8月の福岡県久留米市豪雨の復旧支援活動（2泊 3日）に参加 7名 

【2024年度】 

災害ボランティア育成講座の動画視聴者 618名 

４月に能登半島地震での災害ボランティアセンター運営支援（3泊 4日）に参加 15名 

10月に能登半島豪雨の復旧支援活動（3泊 4日）に参加 15名 

●災害ボランティア育成講座 

災害ボランティア活動支援プロジェクト会議（支援 P*)協力の

もと講座内容を構成し、終業後に 1時間 30分程の従業員向け

講座を設けました。講座の内容は初級編から中級編まで拡充し、

経験者が自身の取り組みを披露する講座も開催しました。 

【初級編】災害ボランティアの知識・心構えを身につける講座   

【中級編】より災害現場の状況に即した、実践につながる知識を身につける講座 

*災害ボランティア活動の環境整備を目指し、企業・社会福祉協議会・NPO・共同募金会が協働するネットワー

ク組織。 



●被災地でのボランティア活動 

2023年 8月、コロナ禍が落ち着いた後、災害ボ

ランティア育成講座の受講者を中心にグループ従業員

に呼びかけ、福岡県久留米市にて、豪雨被害の復旧支

援に取り組みました。 

2024年 4月、能登半島地震で被災した珠洲市と

七尾市のボランティアセンターの運営スタッフとして

活動しました。当社が現地での活動を検討していた

際、内閣府防災担当より「ボランティアを受け入れる災害ボランティアセンターの運営に企業人

の力を借りたい」との相談を受け、支援 P、経団連 SDGs本部と連携してプロボノ的支援に至

りました。支援 Pの主催でゴールデンウィークに実施され、当社は企業人ボランティアの呼び

水となるべく、先遣隊として第 1クールに団体で参加し、以降は経団連が会員企業に広くボラ

ンティアを呼び掛け、支援のバトンをつなぎました。 

2024年 10月、豪雨により再び甚大な被害を受けた能登半島の被災地に対し、従業員ボ

ランティアを募り、珠洲市の復旧支援に取り組みました。 

 

【時系列での活動実績（座学での学びから現場実践へ進化）】 

 2019年   ボランティア育成講座 初級編開催（累計受講者：約 2,000名） 

 2020年～  ボランティア育成講座 コロナ渦のためオンライン開催 

           ボランティア育成講座 初級編を映像にしてイントラ公開（社内限定） 

 2021年    ボランティア育成講座 中級編開催 

 2023年～  ボランティア育成講座 初級編映像をネット公開（累計視聴者：約 4,000名） 

           福岡県久留米市での豪雨被害に対する現場での復旧支援活動：7名参加 

 2024年    能登半島地震に対する現地災害ボランティアセンター運営支援：15名参加 

           能登半島地震・豪雨被害に対する現場での復旧支援活動：15名参加 

 

■活動の成果： 

●講座の開催、映像配信による参加者のすそ野の拡大。 

●現場での支援活動による経験の蓄積や被災地との顔の見

える関係の構築。更に、参加した従業員が、被災者、NPO、社

会福祉協議会の方々とのコミュニケーションから多くの学び

を得て、協働の意義を理解する機会となった。 

●参加従業員によるコミュニティが形成され、各自が被災地

支援に継続して取り組み、発信しあうことで、活動の輪の広

がりや多くの従業員の共感を得ている。 

第 10回企業ボランティアアワード『特別賞』 


